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1. 背景
（１）断層破砕物質等を用いた断層活動性評価に関する課題

a. 鉱物脈法等
断層の活動年代は通常、断層の上位に堆積した地層の年代に基づき特定又は推定する（図

１－①）。しかし、地域によっては通常の方法の適用が難しい場合があり、断層本体の性

状や断層破砕物質から活動性を判断するケースが多くなる（図１－②）。

断層と鉱物脈との接触関係を解析して断層の活動性を評価する手法（「鉱物脈法」石渡

(2016)(1)（図２）について過年度プロジェクトにおいて、限定的ながら知見を蓄積した。

一方、基準適合性審査においては既に鉱物脈法が利用されており、審査での実績が増えつ

つある。ただし、適用対象とするサイトごとに地質環境が異なるために事業者による試行

錯誤が繰り返されること、学協会における適用事例が少ないこと、評価手法が一定の手順

として示されていないこと等の課題が残されている。

図１ 「将来活動する可能性のある断層等」の識別に当たり
適用される上載地層法とその課題

図２ 鉱物脈法のイメージ

（図はオリジナル）（図はオリジナル）

3



b. 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等

断層破砕物質を用いたより確度の高い断層活動性評価を行うためには、鉱物脈法を含め、

複数の手法による総合的な評価を行うことが有効な場合がある。

近年、全岩化学組成等を用いた断層の活動性評価に関する研究（図３の②）も行われつつ

あるが（立石ほか, 2021(2)、岩森ほか, 2022(3)）、入力データである断層岩の化学組成

データが乏しく、十分な信頼性が確保されていないほか、それらの化学的差異を生じさせ

るメカニズム、判別手法の適用性等に関する知見もほとんど得られていない。

このような手法が審査に適用されることを予見し、データの客観性及び評価の妥当性を判

断するための留意点を整理しておくことが重要である。

図３ 本研究で扱う断層破砕物質等を用いた断層活動性評価

（図はオリジナル）（再掲）
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（２）断層活動時期を示す地形・地層の年代評価に関する課題
a. 火山灰年代評価手法
後期更新世以降（約12～13万年前以降）の活動性が明確に判断できない断層の活動性評

価又は活動性の低い断層活動の評価を行うための手段として、約40万年前*まで遡って上載

地層法を適用すること、断層活動によって変位・変形を受けている段丘堆積物の年代を決

定すること等が挙げられる（図４）。

*実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 別記1第3条第3項に記載

このような堆積物の年代を決定するには、通常、地質学的に“一瞬”で広域に降り積もっ

たと考えられる、噴出年代が既知の火山灰が利用されるが、火山灰を同定するに足る鉱物

の化学組成及び噴出年代に関するデータが乏しいとの課題がある。そのため、このような

データを拡充し、火山灰層序学的な年代決定手法・手順を整備することが重要である。

図４ 断層活動時期を示す地形・地層の年代評価における火山灰の位置づけと主要課題

（図はオリジナル）
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2. 目的
本プロジェクトでは、「断層破砕物質等を用いた断層活動性評価」及び「断層活動時期を示す地

形・地層の年代評価」について、その技術的根拠となる分析データを取得し、断層の活動性評価及

び活動年代評価を行う過程で得られた具体的な留意点及び知見を蓄積することを目的とする。

(1) 断層破砕物質等を用いた断層活動性評価

a. 鉱物脈法等を用いた断層活動性評価に関する研究

年代評価手法に関する知見と併せて、鉱物脈法の適用事例を拡充し、鉱物脈を用いた断層

活動性評価手法を体系的に整備する。

b. 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関する研究【新規テーマ】

断層岩の化学組成を用いた断層の活動性評価について、評価に有用な指標を検討しその妥

当性を評価するために、分析データを蓄積するとともに、解析手法等の違いによる評価結果

への影響を整理する。

(2) 断層活動時期を示す地形・地層の年代評価

a. 中期更新世以降の火山灰年代評価手法に関する研究

「将来活動する可能性のある断層等」の活動時期（中期更新世以降（約40万年前以降））

に対応した断層の活動性評価ができるよう、特に西南日本～中部日本を中心とした火山灰の

鉱物化学組成、噴出年代に関するデータ等を蓄積する。

本プロジェクトの実施項目で得られた成果等は、NRA技術報告等にまとめるとともに
技術的確認等を踏まえ、基準や地質審査ガイドの改正に資する。
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3. 研究の概要

【令和５年度までの主要成果】

（１）断層破砕物質等を用いた断
層活動性評価

a. 鉱物脈法等を用いた断層活動
性評価に関する研究

中央構造線を例にして実施した研究で

は、断層活動性評価にとって前提とな

る地質構造を把握した（図５）。

図５ 中央構造線において実施した物理探査、掘削調査から作成した地質断面図
Miyawaki & Sakaguchi (2021)(4)より
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【令和５年度までの主要成果】（続き）

中央構造線のうち最近活動していないと推定されている断層の地表部において実施した鉱

物脈法の事例を示す。

最近活動していない断層では高温条件で晶出する鉱物脈が断層を横断していることが確認

され、本手法の一つの適用事例を示した（図６）。

前プロジェクトにおいては、断層破砕物質等を用いた断層活動性を総合的に評価するため

の手法として、中央構造線及び根尾谷断層等において古応力解析を用いた断層活動性評価

手法の事例も蓄積している。

図６ 中央構造線において実施した鉱物脈法の結果の例
宮脇ほか (2020)(5)より
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【令和６年度以降の研究内容】
断層破砕物質の性状に基づいて断層の活動性評価を行うことを目的として、地質環境の異

なる複数の断層を対象としてトレンチ調査、露頭調査等を行い、鉱物脈法を適用する（図

７）。具体的には、断層の最新活動面の認定、鉱物脈（岩脈も含む）の同定及びその生成

環境との比較を行うことで、断層活動と鉱物脈等との新旧関係を評価する。

断層活動に伴って断層面上に生じた傷（条線）から断層活動時の古応力を復元し、その結

果と現在の応力場とを比較することで間接的に断層活動の時期を推定し、鉱物脈法による

断層活動性評価の補強データとするほか、鉱物脈法に用いた鉱物脈又は岩脈の年代測定、

化学分析等を実施し、断層活動性評価に対して年代的根拠を示す。

9（図はオリジナル）図７ 鉱物脈法等を用いた断層活動性評価に関する研究の概要

各種の評価手法の留意点をまとめ、鉱物脈を用いた断層活動性評価手法を体系的に整備



ｂ. 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関
する研究

現在利用可能な化学組成データは敦賀半島江若花崗岩体（敦賀岩体）を中心とした少数の

調査・分析例に留まる（立石ほか, 2021(2)、岩森ほか, 2022(3)）。

したがって、十分な量の化学組成データに基づく評価手法の妥当性検討を行うため、原岩

の化学組成及び断層の発達史の観点から既往研究と比較可能と考えられる江若花崗岩体を

対象に野外調査、試料採取及び断層岩等の化学組成分析を行う。

【令和６年度以降の研究内容】（新規テーマ）

化学組成データは敦賀岩体の値と比較した上

で、既往の評価手法等を用いて活断層と非活

断層の判別を目的とした試解析に用いる。

化学組成データ（文献値及び本研究の分析

値）を用いて複数種の統計解析（線形判別分

析等）を行い、入力データ、解析手法等の違

いによる評価結果への影響を把握する。

断層岩の化学組成に差異が生じるメカニズム

（風化変質、熱水変質等）についても考察

し、それらの差異を体系的に説明できる地球

化学的モデルを検討する（図８）。

10
（図はオリジナル）

図８ 断層岩の物質科学（地球化学）的指標等を用いた断層活動性評価に関する研究の概要

活断層と非活断層の判別手法としての有効性、
適用範囲及びその統計解析上の留意点を整理



（図はオリジナル）図９ 深海底コアを媒介とした海陸に分布する火山灰の関連付け

（２）断層活動時期を示す地形・地層の年代評価
a.中期更新世以降の火山灰年代評価手法に関する研究

【令和５年度までの主要成果】

中期更新世以降（約40万年前以降）における断層等の活動時期を推定するに当たり、上載

地層又は地形面の年代を決定するために、噴出年代が既知の火山灰が利用される。そのた

め、火山灰の同定に必要な火山灰粒子の化学組成及び噴出年代に関するデータを蓄積する

ことが重要である。

これらのデータの蓄積には、深海底コアを媒介として海陸に分布する火山灰のデータを関

連付けることが有効である（図９）。
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【令和５年度までの主要成果】（続き）

火山灰の年代決定の精度は、断層の活動

性評価の信頼性に直結するため、「将来

活動する可能性のある断層等」の活動年

代（中期更新世以降（約40万年前以

降））に対応した年代決定の手順を整備

することを目的として、これまで深海底

コアを用いた研究に取り組んできた。

*実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則の解釈 別記1第3条第3項に記載

過年度プロジェクトでは東北日本を、前

プロジェクトでは西南日本を主に対象と

し、深海底コアが帯同する酸素同位体層

序や微化石層序を用いて、最近40万年間

に対応した火山灰層序を明らかにすると

ともに（図１０）、コア中の火山灰の深

度と年代の関係を明示する「年代モデ

ル」の信頼性を向上させるための手順を

整備した（図1１⇒次ページ)。

12図１０ 深海底コアを媒介とした海陸に分布する火山灰の関連付け

図中の文献情報は末尾を参照(7)

Matsu'ura et al. (2021)(6)より



【令和６年度以降の研究内容】

同様の知見を、九

州の火山から噴出

した火山灰が広く

分布すると予想さ

れる西南日本～中

部日本及び周辺海

域へ拡充する。

精度良く年代決定

された海域の火山

灰を陸域の火山灰

と対比して年代指

標の整備を行う。

13
図１１ 四国沖深海底コアの火山灰、微化石及び酸素同位体層序から推定された年代モデル

図中の文献情報は末尾を参照(7,8,9,10)Matsu'ura et al. (2021)(6)より

断層の活動時期を示す
地形・地層を年代評価
するための手順に関す
る知見を蓄積



4. 研究計画（行程表）
実施項目番号 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

（１）ａ. 鉱物脈法等を
用いた断層活動性評
価に関する研究

・予備調査（調査地域
選定）
・試料採取

・化学分析（予備的分
析を含む）

・年代測定（予備的分
析を含む）

・火成岩地域における
試料採取（調査地域
ごとの比較検討）

・化学分析（本格分析
開始）、鉱物脈法及
び岩脈法の検討
・年代測定（測定手法
の統一化）

▽学会発表

・変成岩又は堆積岩地
域における試料採取
（調査地域ごとの比較
検討）
・化学分析（本格分析）、
鉱物脈法及び岩脈法
の検討
・年代測定の実施

▽学会発表

・試料採取（追加調査
の必要性検討）

・化学分析（本格分析）、
鉱物脈法及び岩脈法
の検討
・年代測定の実施

▽論文公表
▽NRA技術報告公表

・年代評価手法の整理
・鉱物脈法、岩脈法及
び古応力解析に基づ
く断層活動性評価手
法の整理

（１）ｂ. 断層岩の物質
科学（地球化学）的指
標等を用いた断層活
動性評価に関する研
究

・予備調査（地表踏査、
ボーリング掘削）
・室内分析（予備的分
析：全岩化学組成分
析、年代測定）

・統計解析（予備解析）

・試料採取（地表踏査、
ボーリング掘削）
・室内分析（本格分析
開始：全岩化学組成
分析、年代測定）

・統計解析（判定手法
の影響評価）

▽学会発表

・試料採取（地表踏査、
ボーリング掘削）
・室内分析（本格分析：
全岩化学組成分析、
年代測定）

・統計解析（化学指標
の適用性検討）

▽学会発表

・試料採取（ボーリング
掘削）
・室内分析（本格分析：
全岩化学組成分析、
鉱物化学分析、年代
測定）
・統計解析（断層タイプ
の影響検討）

▽論文公表
▽NRA技術報告公表

・室内分析（補足分析：
鉱物化学分析、年代
測定）

・統計解析手法の取り
まとめ
・判別指標及び地球化
学的根拠の提示

※有用な研究成果は、研究期間中においても適宜論文として公表する。 (次頁へ続く)
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実施項目番号 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度

（２）ａ. 中期更新世以
降の火山灰年代評価
手法に関する研究

・海底コア中の火山灰、
陸域火山灰の試料採
取
・海底コアに含まれる
火山灰粒子の量比分
布に基づく火山灰層
準の検出

・海底コア中の火山灰、
陸域火山灰の試料採
取
・室内分析（主成分元
素組成分析）

・火山灰粒子の主成分
元素組成に基づく海
域・陸域の火山灰の
特徴化

・海底コア中の火山灰、
陸域火山灰の試料採
取
・室内分析（主成分・微
量成分元素組成分析）

・火山灰粒子の主成分
及び微量成分元素組
成に基づく海域・陸域
の火山灰の特徴化

・海底コア中の火山灰、
陸域火山灰の試料採
取
・室内分析（主成分・微
量成分元素組成分
析）
・火山灰粒子の主成分
及び微量成分元素組
成に基づく海域・陸域
の火山灰の特徴化

▽論文公表

・補足調査

・海域・陸域における火
山灰の対比による海
陸統合火山灰層序構
築と火山灰年代評価

※有用な研究成果は、研究期間中においても適宜論文として公表する。
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